
議第107号

山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について

山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例の・一部を改正する条例

山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例(昭和35年10月県条例第34号)の一部を次のように改

正する。

第6条第2項第1号中「290円」を「290円(同項第1号の作業のうち心身に著しい負担を与える

と人事委員会が認める作業に従事した場合にあつては、当該額にその100分の100に相当する額を加

算した額)」に改める。

第13条第1項第2号中「勧告され、若しくは」を削る。

附則第9項中「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令(令和2年政令第

Ⅱ号)第1条に規定するものをいう」を「病原体がべータコロナウイルス属のコロナウイルス(令

和2年1月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新た

に報告されたものに限る。)であるものに限る」に改める。

附則

1 この条例は、公布の日から施行し、改正後の山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例(以下

「改正後の条例」という。)第6条第2項第1・号の規定は、令和3年4月]日から適用する。

2 改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の山形県職員等の特殊勤務手当に関す

る条例の規定に基づいて支給された特殊勤務手当は、改正後の条例の規定による特殊勤務手当の

内払とみなす。

提案理由

防疫作業に従事する職員の特殊勤務手当の額を改定するとともに、災害対策基本法の一部改正等

に伴い規定の整備を図るため提案するものである。
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議第108号

山形県手数料条例の一部を改正する条例の制定について

山形県手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県手数料条例の一部を改正する条例

山形県手数料条例(平成12年3月県条例第8号)の一部を次のように改正する。

第2条第1項第203号の次に次の2号を加える。

(203)の2 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び医薬品等の製造工程の次の表の左欄に掲

安全性の確保等に関する法律施行令第80条の規定うち保管のみを行う製げる登録の区分に

に基づく医薬品、医療機器等の品質、有効性及び造所に係る登録申請手応じ、それぞれ同

表の右欄に定める安全性の確保等に関する法律第13条の2の2第1 数料

額項に規定する医薬品等の製造工程のうち保管のみ

を行う製造所に係る登録の申請に対する審査

イ 医薬品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係る登録

口 医薬部外品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係る登録

ノ＼

区

(203)の3 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律施行令第80条の規定

に基づく医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律第13条の2の2第4

項に規定する医薬品等の製造工程のうち保管のみ

を行う製造所に係る登録の更新の申請に対する審

査

化粧品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係る登録

/J

イ 医薬品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係る登録

口 医薬部外品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係る登録

ノ＼

区

金

医薬品等の製造工程の

うち保管のみを行う製

造所に係る登録更新申

請手数料

化粧品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係る登録

額

38,600円

28,印0円

分

28,600円

次の表の左欄に掲

げる登録の区分に

応じ、それぞれ同

表の右欄に定める

額

金 額

28,800円

-14-
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第2条第1項第205号の表中

医薬品の製造工程のうち包

装、表示、保管、外部試験

調査又は設計管理のみを行

う製造所に係るもの

医薬品の製造工程のうち包

装、表示、保管、外部試験

調査又は設計管理のみを行

う製造所に係るもの

とする医薬品」を「(医薬品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係るものにあっては、

47,500円)と800円に調査を受けようとする医薬品」に、

医薬部外品の製造工程のう

ち包装、表示、保管、外部

試験調査又は設計管理のみ

を行う製造所に係るもの

36,800円(医薬品の製造工程

のうち保管のみを行う製造所

に係るものにあっては 、

30,500円)

医薬部外品の製造工程のう

ち包装、表示、保管、外部

試験調査又は設計管理のみ

を行う製造所に係るもの

とする医薬部外品」を「(医薬部外品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係るものにあって

は、 47,500円)と800円に調査を受けようとする医薬部外品」に改め、同項中第206号の 7 を第206

号の 9とし、第206号の 2から第206号の6 までを 2号ずつ繰り下げ、第206号の次に次の2号を加

える。

(206)の2 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び医薬品等製造所区分適次の表の左欄に掲

安全性の確保等に関する法律施行令第80条の規定合性調査手数料 げる区分に応じ、

に基づく医薬品、医療機器等の品質、有効性及び それぞれ同表の右

安全性の確保等に関する法律第14条の2第2項に 欄に定める額

規定する医薬品等の製造所に係る区分適合性調査

36,800円

に、 「と800円に調査を受けよう

36,800円(医薬部外品の製造

工程のうち保管のみを行う製

造所に係るものにあっては、

30,500円)

36,800円

を

を

区

に、 「と800円に調査を受けよう

金 額分
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イ医薬品の製造所

に係る区分適合性

調査

医薬品、医療機器等の品質、

有効性及び安全性の確保等に

関する法律第H条第8項に規

定する医薬品又は医薬部外品

の製造工程の区分を定める省

(令和3年厚生労働省令第

17号。以下この表において

「区分省令」という。)第 2

条第3号に規定する区分に係

るもの

122,500円に次に掲げる額の合計額

を加算した額

(イ) 3,400円に調査を受けようとす

る無菌医薬品の品目数を乗じて得

た額

(ロ) 9,500円に調査に係る製造販売

業者の数を乗じて得た額

区分省令第2条第4号に規定

する区分に係るもの

区分省令第2条第5号に規定

する区分に係るもの

95,300円に次に掲げる額の合計額を

加算した額

(イ) 1,900円に調査を受けようとす

る医薬品の品目数を乗じて得た額

(ロ) 6,200円に調査に係る製造販売

業者の数を乗じて得た額

区分省令第2条第6号に規定

する区分に係るもの

認,700円に次に掲げる額の合計額を

加算した額

(イ) 800円に調査を受けようとする

医薬品の品目数を乗じて得た額

(ロ) 4,500円に調査に係る製造販売

業者の数を乗じて得た額

43,000円に次に掲げる額の合計額を

加算した額

(イ) 800円に調査を受けようとする

医薬品の品目数を乗じて得た額

印) 4,500円に調査に係る製造販売

業者の数を乗じて得た額

-16-
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口医薬部外品の製

造所に係る区分適

合性調査

区分省令第2条第3号に規定

する区分に係るもの

区分省令第2条第4号に規定

する区分に係るもの

122,500円に次に掲げる額の合計額

を加算した額

(イ) 3,400円に調査を受けようとす

る無菌医薬部外品の品目数を乗じ

て得た額

(ロ) 9,500円に調査に係る製造販売

業者の数を乗じて得た額

区分省令第2条第5号に規定

する区分に係るもの

95,300円に次に掲げる額の合計額を

加算した額

(イ) 1,900円に調査を受けようとす

る医薬部外品の品目数を乗じて得

た額

(ロ) 6,200円に調査に係る製造販売

業者の数を乗じて得た額

区分省令第2条第6号に規定

する区分に係るもの

(206)の3 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律施行令第80条の規定

に基づく医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律第H条の7の2第3

項に規定する変吏計画に係る医薬品等の製造所に

係る適合性確認

認,700円に次に掲げる額の合計額を

加算した額

(イ) 800円に調査を受けようとする

医薬部外品の品目数を乗じて得た

額

(の 4,500円に調査に係る製造販売

業者の数を乗じて得た額

43,000円に次に掲げる額の合計額を

加算した額

(イ) 800円に調査を受けようとする

医薬部外品の品目数を乗じて得た

額

(ロ) 4,500円に調査に係る製造販売

業者の数を乗じて得た額

区

変更計画に係る医薬品

等製造所適合性確認手

数料

/J

次の表の左棚に掲

げる適合性確認の

区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に

定める額

金 額
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イ医薬品の製造工程のうち包装、表示、保管、外部試験調査又は設

計管理のみを行う製造所に係る適合性確認

口無菌医薬品の製造工程の全部又は一部を行う製造所に係る適合性

確認(イの項に掲げるものを除く。)

ハ医薬品の製造所に係る適合性確認(イの項及び口の項に掲げるも

のを除く。)

医薬部外品の製造工程のうち包装、表示、保管、外部試験調査又

は設計管理のみを行う製造所に係る適合性確認

ホ無菌医薬部外品の製造工程の全部又は一部を行う製造所に係る適

合性確認(二の項に掲げるものを除く。)

36,800円(医薬品

の製造工程のうち

保管のみを行う製

造所に係るものに

あっては、 30,500

円)

医薬部外品の製造所に係る適合性確認(二の項及びホの項に掲げJ^

るものを除く。)

第2条第1項第216号の7の表中

医薬品の製造工程のうち包

装、表示、保管、外部試験

調査又は設計管理のみを行

う製造所に係るもの

66,800円

医薬品の製造工程のうち包

装、表示、保管、外部試験

調査又は設計管理のみを行

う製造所に係るもの

52,100円

36,部0円(医薬部

外品の製造工程の

うち保管のみを行

う製造所に係るも

のにあっては、

30,500円)

とする医薬品」を「(医薬品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係るものにあっては、

47,500円)と800円に調査を受けようとする医薬品」に、

36,800円(医薬品の製造工程

のうち保管のみを行う製造所

に係るものにあっては、

30,500円)

36,800円

66,800円

52,100円

を

に、 「と800円に調査を受けよう

二
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医薬部外品の製造工程のう

ち包装、表示、保管、外部

試験調査又は設計管理のみ

を行う製造所に係るもの

医薬部外品の製造工程のう

ち包装、表示、保管、外部

試験調査又は設計管理のみ

を行う製造所に係るもの

とする医薬部外品」を「(医薬部外品の製造工程のうち保管のみを行う製造所に係るものにあって

は、 47,500円)と800円に調査を受けようとする医薬部外品」に改め、同項中第218号の 7 を第218

号のⅡとし、第218号の 2から第218号の 6までを4号ずつ繰り下げ、第218号の次に次の4号を加

える。

(218)の2 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び医薬品等の製造工程の 2,100円

安全性の確保等に関する法律施行令第16条の4第うち保管のみを行う製

4項の規定により読み替えて適用される同条第2 造所に係る登録証の書

項の規定に基づく医薬品等の製造工程のうち保管換え交付手数料

のみを行う製造所に係る登録証の書換え交付

(218)の3 医薬ぶ叺医療機器等の品質、有効性及び医薬品等の製造工程の 3,000円

安全性の確保等に関する法律施行令第16条の5第うち保管のみを行う製

5項の規定により読み替えて適用される伺条第2 造所に係る登録証の再

項の規定に基づく医薬品等の製造工程のうち保管交付手数料

のみを行う製造所に係る登録証の再交付

(218)の4 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び基準確認証の書換え交 2,100円

安全性の確保等に関する法律施行令第26条の4第付手数料

6項の規定により読み替えて適用される同条第2

項の規定に基づく基準確認証の書換え交付

(218)の5 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び基準確認証の再交付手 3,000円

安全性の確保等に関する法律施行令第26条の5第数料

7項の規定により読み替えて適用される同条第2

項の規定に基づく基準確認証の再交付

附則

この条例は、令和3年8月1日から施行する。

36,800円(医薬部外品の製造

工程のうち保管のみを行う製

造所に係るものにあっては、

30,500円)

36,800円

を

に、 「と800円に調査を受けよう

提案理由

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の規定に基づく医薬品等の

製造工程のうち保管のみを行う製造所に係る登録の申請をする者等から手数料を徴収する等のため

提案するものである。
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議第109号

山形県過疎地域の持続的発展の支援に関する県税課税免除条例の設定について

山形県過疎地域の持続的発展の支援に関する県税課税免除条例を次のように制定する。

山形県過疎地域の持続的発展の支援に関する県税課税免除条例

網的)

第1条この条例は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和3年法律第19号。以

下 W釦という。)第8条第1項に規定する市町村計画(以下「市町村計画」という。)に記載

された同条第4項第1号に規定する産業振興促進区域(以下「産業振興促進区域」という。)内

において、当該市町村言十画に振興すべき業種として定められた製造業、情報サービス業等、法第

23条に規定する農林水産物等販売業(以下「農林水産物等販売業」という。)若しくは旅館業

(下宿営業を除く。以下同じ。)の用に供する設備の同条に規定する取得等をした者又は畜産業

若しくは水産業を行う個人に対し、県税の課税免除を行うことにより、法第2条第1項に規定す

る過疎地域(以下「過疎地域」という。)の持続的発展の支援に寄与することを目的とする。

(課税免除の要件)

第2条知事は、次の各号に掲げる、県税の課税を免除することができる。

(D 法第2条第2項の規定による公示の日(以下「公示日」という。)から令和6年3月31日ま

での間に、過疎地域の区域(令和3年3月31日において旧過疎地域自立促進特別措置法(平成

12年法律第15号)第33条第1項の規定の適用を受けていた市町村の区域であって法第42条の規

定により過疎地域とみなされる区域にあっては、同条の規定を適用しないとしたならば法第3

条第1項若しくは第2項(これらの規定を法第43条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。)又は第41条第2項の規定により過疎地域とみなされることとなる区域に限る。以下同

じ。)のうち市町村計画に記載された産業振興促進区域内において、当該市町村計画に振興す

べき業種として定められた租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第12条第3項の表の第1号

の中欄又は第45条第2項の表の第1号の中欄に掲げる事業の用に供する設備で同法第12条第3

項の表の第1号の下欄又は第45条第2項の表の第1号の下欄の規定の適用を受けるものであっ

て、取得価額の合計額が次に掲げる事業の区分に応じそれぞれ次に定める額以上のもの(以下

「適用設備」という。)の法第23条に規定する取得等(租税特別措置法施行令(昭和32年政令

第43号)第28条の 9第10項に規定する資本金の額等(以下「資本金の額等」という。)が

5,000万円を超える法人が行うものにあっては、新設又は増設に限る。以下「取得等」とい

う。)をした者について、当該適用設備を事業の用に供した日の属する年以後3年の間の各年

(法人にあっては、当該適用設備を事業の用に供した日の属する事業年度の開始の日から起算

して3年の問に終了する各事業年度)に係る所得金額又は収入金額(事業税の課税標準額とな

るべきものをいう。)のうち、当該適用設備に係るものとして過疎地域の持続的発展の支援に

関する特別措置法第24条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を

定める省令(令和3年総務省令第31号)で定めるところにより計算した額に対して課する事業

税

イ製造業又は旅館業 500万円(資本金の額等が5,000万円を超え1億円以下である法人が行

うものにあっては1,000万円とし、資本金の額等が 1億円を超える法人が行うものにあって

は2,000万円とする。)

口情報サービス業等又は農林水産物等販売業 500万円

②過疎地域の区域のうち市町村計画に記載された産業振興促進区域内において畜産業又は水産

業を行う個人でその者又はその同居の親族の労力によってこれらの事業を行った日数の合計が
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これらの事業の当該年における延べ労働日数の3分の1を超え、かつ、 2分の1以下であるも

のについて、公示日の属する年以後の各年のその者の所得金額に対して課する事業税(最初に

事業税を課することとなる年度以降5箇年度におけるものに限る。)

(3)適用設備である家屋及びその敷地である士地の取得(公示日以後の取得に限り、かつ、士地

の取得については、その取得の日の翌日から起算して1年以内に当該土地を敷地とする当該家

屋の建設の着手があった場合における当該士地の取得に限る。)に対して課する不動産取得税

(課税免除の申請)

第3条前条の規定により県税の課税免除を受けようとする次の各号に掲げる者は、当該各号に定

める日までに課税免除申請書を知事に提出しなければならない。

①前条第1号に該当tる個人の事業税の納税義務者適用設備を事業の用に供した日の属する

年以後3年の間の各年のそれぞれの翌年の3月15日

②前条第1号に該当する法人の事業税の納税義務者適用設備を事業の用に供した日の属する

事業年度の開始の日から起算して3年の間に終了する各事業年度に係る事業税にっいてのそれ

ぞれ申告納付すべき期間の末日

(3)前条第2号に該当する個人の事業税の納税義務者同号の規定に該当するとととなった年以

後5年の間の各年のそれぞれの翌年の3月15日

④前条第3号に該当する不動産取得税の納税義務者である個人当該家屋(士地の取得にっい

て免除を受けようとする場合は、当該士地を敷地とする家屋)を取得した日の属する年の翌年

の3月15日

(5)前条第3号に該当する不動産取得税の納税義務者である法人当該家屋(士地の取得につい

て免除を受けようとする場合は、当該士地を敷地とする家屋)を取得した日の属する事業年度

に係る第2号に規定する期間の末日

(課税免除措置の承継)

第4条事業が承継された場合において、適用設備が引き続き製造業、情穀サービス業等、農林水

産物等販売業又は旅館業の用に供されているときは、当該事業に係る県税の課税免除の措置は、

その承継人に対して行うものとする。

(委任)

第5条この条例の施行に関し必、要な事項は、規則で定める。

附則

1 この条例は、公布の日から施行し、令和3年4月1日から適用する。

2 第3条第2号又は第5号の規定により定められた課税免除申請書の提出期限が、取得等をした

適用設備又は第2条第3号に規定する取得をした適用設備である家屋及びその敷地である士地の

所在する市町村に係る市町村計画が定められた日前である場合においては、当該課税免除申請書

の提出期限は、第3条第2号又は第5号の規定にかかわらず、同日から起算して30日以内とす

る。

提案理由

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の制定に伴い、過疎地域の持続的発展の支援に

ついて税制上寄与するため提案するものである。
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議第Ⅱ0号

山形県過疎地域自立促進県税課税免除条例を廃止する条例の設定について

山形県過疎地域自立促進県税課税免除条例を廃止する条例を次のように制定する。

山形県過疎地域自立促進県税課税免除条例を廃止する条例

山形県過疎地域自立促進県税課税免除条例(平成12年7岡県条例第52号)は、廃止する。

附則

1 この条例は、公布の日から施行する。

2 令和3年3月31日以前に旧過疎地域自立促進特別措置法(平成12年法律第15号)第2条第1項

に規定する過疎地域内において製造の事業、同法第30条に規定する農林水産物等販売業又は旅館

業(下宿営業を除く。)の用に供する設備を新設し、又は増設した者に係る事業税及び不動産取

得税の課税免除にっいては、なお従前の例による。この場合において、との条例による廃止前の

山形県過疎地域自立促進県税課税免除条例第1条中「過疎地域自立促進特別措置法」とあるのは

Π日過疎地域自立促進特別措置法」と、第2条第1号中「過疎地域自立促進特別措置法第2条第

2項」とあるのはΠ日過疎地域自立促進特別措置法第2条第2項」と、「租税特別措置法」とあ

るのは「所得税法等の一部を改正する法律(令和3年法律第Ⅱ号)第7条の規定による改正前の、

租税特別措置法」と、「過疎地域自立促進特別措置法第31条の地方税の課税免除又は不均一課税

に伴う措置が適用される場合等を定める省令」とあるのは「過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法(令和3年法律第19号)附則第4条第3項の規定によりなおその効力を有すること

とされる旧過疎地域自立促進特別措置法第31条の規定に基づく旧過疎地域自立促進特別措置法第

31条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令」とする。

提案理由

過疎地域の自立促進のための県税の課税免除の制度を廃止するため提案するものである。
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議第Ⅱ1号

山形県県税条例等の一部を改正する条例の設定について

山形県県税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県県税条例等の一部を改正する条例

(山形県県税条例の一部改正)

第1条山形県県税条例(昭和29年5月県条例第18号)の一部を次のように改正する。

第48条の22第3項中「の金額」を「の金額又は同項に規定する特定費用の金額(当該特定費用

の金額が選択口座においてその年最後に行われた同条第2項に規定する対象譲渡等に係る同項に

規定する源泉徴収口座内通算所得金額を超える場合には、その超える部分の金額を控除した金

額)」に改める。

第四条第1項第3号中「及び同法」を「、同法」に、「発電事業等」を「発電事業等」とい

う。)及び同法第2条第1項第15号の3に規定する特定卸供給事業(以下この節において「特定

卸供給事業」に改める。

第54条第2項及び第3項中「及び発電事業等」を「、発電事業等及び特定卸供給事業」に改め

る。

第135条の 3 第 2項第 3 号口(0)中「100分の105」を凡こ100分の105」に改める。

附則第3条の 3第 1項中Ⅲ付則第29条」を「附則第29条第1項」に、「扶養親族(」を「扶養

親族(年齡16歳未満の者及び法第34条第1項第Ⅱ号に規定する控除対象扶養親族に限る。」に改

める。

附則第7条の4第1項中「第4条の5第5項」を「第4条の 5第8項」に、「同条第5項」を

「同条第8項」に改める。

附則第12条の4第1項中「、同項に規定する特定保有株式(以下この条において「特定保有株

式」という。)」及び「、特定保有株式」を削る。

附則第13条中「令和4年1月31日」を「令和 9年1月31日」に改める。

附則第15条の 3第1項中「次項第2号」を「以下この条」に、「第2条第16項」を「第2条第

17項」に改め、同項第 1号中「平成20年3月31日」を「平成22年3月31日」に改め、同項第2号

中「次項第 6号」を「以下この条」に、「平成22年3月31日」を「平成24年3月31日」に改め、

同条第2項中「、当該自動車納家用の乗用車を除く。)が平成30年4月]日から平成31年3月

31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自動車税の種別割(第138条の2

第1項又は第2項の規定により当該自動車の所有者に対して月割をもつて課されるものに限

る。)に限り、当該自動車が平成31年4月1日(自家用の乗用車にあつては、令和元年10月1

助から令和2年3月31日までの問に初回新規登録を受けた場合には令和2年度分の自動車税の

種別割に限り」を削り、同項第2号中「に適合する」を「(第5項第2号において「平成30年天

然ガス車基準」という。)に適合する」に、「において「平成21年天然ガス車基準」を「及び第

5項第2号において「平成21年天然ガス車基準」に改め、同項第3号中「いう」をル■。第5

項第3号において同じ」に改め、同項第4号中「次項第 1号」を「以下この条」に、「同(イ)

b」を「同号イ(イ) b」に、「同イ(ハ)」を「同号イ(ハ)」に改め、同項第 5号中「次項第 2号」

を「以下この条」に、「同(イ)b」を「同号イ(イ)b」に改め、同項第6号中「又は平成21年軽油

軽中量車基準」を「(以下この条において「平成30年軽油軽中量車基準」という。)又は平成21

年軽油軽中量車基準(以下この条において「平成21年軽油軽中量車基準」という。)」に改め、

同条第3項中「自動車に対して」を泊動車(前項の規定の適用を受けるものを除く。)に対し

て」に改め、「、当該自動車(自家用の乗用車を除く。)が平成30年4月1日から平成31年3月
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31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自動車税の種別割(第W8条の2

第1項又は第2項の規定により当該自動車の所有者に対して月割をもつて課されるものに限

る。)に限り、当該自動車が平成31年4月1日(自家用の乗用車にあつては、令和元年10岡 1

日)から令和2年3打31日までの問に初回新規登録を受けた場合には令和2年度分の自動車税の

種別割に限り」を削り、同条第4項中「第2項(第4号及び第5号を除く。)」を「第2項第1

号から第3号まで」に、「この項」を「この項及び次項」に改め、同条に次の2項を加える。

5 次に掲げる自動車網家用の乗用車等を除く。)に対して課する自動車税の種別割の税率に

つぃては、当該自動車が令和3年4月1日から令和4年3月31日までの間に初回新規登録を受

けた場合には令和4年度分の自動車税の種別割に限り、当該自動車が令和4年4月1日から令

和5年3月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和5年度分の自動車税の種別割に

限り、第136条の規定にかかわらず、第2項の表の自動車の種類等の棚に掲げる自動車に対

し、 1台について、それぞれ同表の税率の欄に定める額とする。

a)電気自動車

(2)天然ガス自動車のうち、平成30年天然ガス車基準に適合するもの又は平成21年天然ガス車

基準に適合し、かっ、窒素酸化物の排出量が平成21年天然ガス車基準に定める窒素酸化物の

値の10分の9を超えないもので施行規則附則第5条の2第7項に規定するもの

(3)充電機能付電力併用自動車

④ガソリン自動車(営業用の乗用車及び特種用途車のうちキャンピングカー(原動機を用い

ないもの以外のもののうち普通自動車に属するもの及び小型自動車に属するものに限る。)

(以下この項及び次項において「営業用の乗用車等」という。)に限る。)のうち、窒素酸

化物の排出量が平成30年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えな

いもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の

4分の1を超えないものであつて、エネルギー消費効率が第135条の3第1項第1号イ(ロ)に

規定する令和12年度基準エネルギー消費効率(以下この項及び次項において f令和12年度基

準エネルギー消費効率」という。)に100分の90を乗じて得た数値以上かつ令和2年度基準

エネルギー消費効率以上のもので施行規貝邨付則第5条の2第8項に規定するもの

⑤石油ガス自動車(営業用の乗用車等に限る。)のうち、窒素酸化物の排出量が平成30年石

油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないもの又は窒素酸化物の排

出量が平成17年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないもので

あって、エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の90を乗じて得

た数値以上かっ令和2年度基準エネルギー消費効率以上のもので施行規則附則第5条の2第

9項に規定するもの

⑥軽油自動車(営業用の乗用車等に限る。)のうち、平成30年軽油軽中量車基準又は平成21

年軽油軽中量車基準に適合するものであつて、エネルギー消費効率が令和12年度基準エネル

ギー消費効率に100分の90を乗じて得た数値以上かつ令和2年度基準エネルギー消費効率以

上のもので施行規則附則第5条の2第10項に規定するもの

6 次に掲げる自動車のうち、営業用の乗用車等(前項の規定の適用を受けるものを除く。)に

対して課する自動車税の種別割の税率については、当該営業用の乗用車等が令和3年4月1日

から令和4年3月31日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和4年度分の自動車税の種

別割に限り、当該営業用の乗用車等が令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間に初回

新規登録を受けた場合には令和5年度分の自動車税の種別割に限り、第136条の規定にかかわ

らず、第3項の表の自動車の種類等の欄に掲げる自動車に対し、 1台について、それぞれ同表

の税率の欄に定める額とする。

①ガソリン自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソリン軽中量車基準に定める窒

素酸化物の値の2分の1を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年ガソリン軽中量
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車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないものであつて、エネルギー消費効率が

令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の70を乗じて得た数値以上かつ令和2年度基準

エネルギー消費効率以上のもので施行規則附則第5条の2第Ⅱ項に規定するもの

②石油ガス自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30年石油ガス軽中量車基準に定める窒

素酸化物の値の2分の1を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年石油ガス軽中量

車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないものであつて、エネルギー消費効率が

令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の70を乗じて得た数値以上かつ令和2年度基準

エネルギー消費効率以上のもので施行規則附則第5条の2第12項に規定するもの

(3)軽油自動車のうち、平成30年軽油軽中量車基準又は平成21年軽油軽中量車基準に適合する

ものであつて、エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に100分の70を乗

じて得た数値以上かつ令和2年度基準エネルギー消費効率以上のもので施行規貝部付則第5条

の2第13項に規定するもの

附則第15条の 3 の 3第 1項中「又は第3項」を「、第 3項、第 5項又は第6 項」に、「第4

項」を「第6項」に改める。

附則第29条に次の1項を加える。

2 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例法第6

条の2第1項の規定の適用を受けた場合における附則第5条の4の2第1項及び第3項並びに

附則第22条第3項の規定の適用については、附則第5条の4の2第 1項中「令和15年度」とあ

るのは「令和17年度」と、同項及び同条第3項並ぴに附則第22条第3項中「令和3年」とある

のは「令和4年」とする。

附則第30条第1項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号)附則第1

条の2第1項に規定する新型ニロナウイルス感染症」を「病原体がべータコロナウイルス属のコ

ロナウイルス(令和2年1月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力

を有することが新たに報告されたものに限る。)である感染症」に改める。

(山形県県税条例等の一部を改正する条例の一部改正)

第2条山形県県税条例等の一部を改正する条例(令和2年7月県条例第40号)の一部を次のよう

に改正する。

第1条のうち山形県県税条例第45条第4項の改正規定中「第郭条第56項」を「第53条第64項」

に改める。

附則

(施行期田

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。

①第1条中山形県県税条例(以下「県税条例」という。)第48条の22第3項の改正規定及び次

項の規定令和4年1月1日

(2)第1条中県税条例第四条第1項第3号並びに第54条第2項及び第3項の改正規定並びに附則

第5項の規定令和4年4月1日

(3)第 1条中県税条例附則第 3条の 3第 1項の改正規定(「附則第29条」を耶付則第29条第 1

項」に改める部分を除く。)及び附則第3項の規定令和6年1月1日

(県民税に関する経過措置)

2 第1条の規定による改正後の県税条例(以下「新条例」という。)第48条の22第3項の規定

は、令和4年1月1日以後に行われる所得税法等の一部を改正する法律(令和3年法律第Ⅱ号。

以下この項において「所得税法等改正法」という。)第7条の規定による改正後の租税特別措置

法(昭和32年法律第26号)第37条のⅡの4第2項に規定する対象譲渡等について適用し、同日前

に行われた所得税法等改正法第7条の規定による改正前の租税特別措置法第37条のⅡの4第2項
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に規定する対象讓渡等については、なお従前の例による。

3 新条伊邨付則第3条の3第1項の規定は、令和6年度以後の年度分の個人の県民税にっいて適用

し、令和5年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

4 新条例附則第12条の4第1項の規定は、令和4年度以後の年度分の個人の県民税について適用

し、令和3年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

(事業税に関する経過措置)

5 新条例第49条第〕項並びに第54条第2項及び第3項の規定は、附則第1項第2号に掲げる規定

の施行の日以後に終了する事業年度に係る法人の事業税にっいて適用し、同日前に終了した事業

年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

(自動車税に関する経過措置)

6 新条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和3年度以後の年度分の自動車税の種別

割にっいて適用し、令和2年度分までの自動車税の種別割については、なお従前の例による。

提案理由

地方税法等の一部改正に伴い、自動車税の種別割の税率の特例措置の適用対象を見直すととも

に、法人等の県民税の法人税割の税率の特例措置の適用期限を延長する等のため提案するものであ

る。
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議第Ⅱ2号

山形県地域経済牽引事業の促進のための不動産取得税の課税免除に関する条例の一部

を改正する条例の制定について

山形県地域経済牽引事業の促進のための不動産取得税の課税免除に関する条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。

山形県地域経済牽引事業の促進のための不動産取得税の課税免除に関する条例の一部

を改正する条例

山形県地域経済牽引事業の促進のための不動産取得税の課税免除に関する条例(平成19年10月県

条例第認号)の一部を炊のように改正する。

第2条中「起算して 5年内」を「令和 5年3月31日まで」に改める。

附則

この条例は、公布の日から施行tる。

提案理由

地域経済牽引事業の促進のための不動産取得税の課税免除の適用期問の見直しを行うため提案す

るものである。
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議第Ⅱ3号

山形県地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例の一部を改正する条

例の制定について

山形県地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。

山形県地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例の一部を改正する条

例

山形県地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例(平成28年3月県条例第14号)

の一部を次のように改正する。

第2条第1号中「第10条第7項第6号」を「第10条第8項第6号」に改める。

附則

との条例は、公布の日から施行する。

提案理由

租税特別措置法の一部改正に伴い、規定の整備を図るため提案するものである。
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議第Ⅱ4号

山形県個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について

山形県個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県個人番号の利用に関する条例の・一部を改正する条例

山形県個人番号の利用に関する条例(平成27年12月県条例第60号)の一部を次のように改正す

る。

別表第 1第7項中「第N項」を「第15項」に改め、同表中第H項を第15項とし、第Ⅱ項から第13

項までを 1項ずつ繰り下げ、第10項の次に次の1項を加える。

Ⅱ 教育委員会

別表第2 中第10項を第H項とし、第9項を第10項とし、第8項の次に次の 1項を加える。

特別支援学校等への就学のため必要な経費の支弁に関する事務(特別支援

学校への就学奨励に関tる法律(昭和29年法律第144号)の規定によるも

のを除く。)であって規則で定めるもの

9 教育委員会 特別支援学校等への就学のため必要

な経費の支弁に関する事務(特別支

援学校への就学奨励に関する法律の

規定によるものを除く。)であって

規則で定めるもの

附則

との条伊"よ、令和4年4月1日から施行する。

提案理由

個人番号を利用することができる事務の範囲を拡大する等のため提案するものである。

特別支援学校への就学奨励に関する

法律の規定による特別支援学校への

就学のため必要な経費の支弁に関す

る情報であって規則で定めるもの

雫
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議第Ⅱ5号

山形県防災基本条例の一部を改正する条例の制定について

山形県防災基本条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

山形県防災基本条例の一部を改正する条例

山形県防災基本条例(平成29年3月県条例第18号)の一部を次のように改正する。

第15条第1項中「勧告若しくは」を削り、「避難勧告等」を「避難指示等」に改める。

第39条第3項中「避難勧告等」を「避難指示等」に改める。

附則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

災害対策基本法の一部改正に伴い、規定の整備を図るため提案するものである。

-30-



議第Ⅱ6号

山形県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制

定について

山形県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制

定する

山形県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

山形県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成24年12月県条例第67号)の一部

を次のように改正する。

第9条に次の 1項を加える。

3 救護施設等は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に

努めなければならない。

第14条第2項中「感染症」を「感染症又は食中毒」に、「必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ぱ」を「、規則で定める措置を講じなければ」に改める。

附則

1 この条例は、令和3年8月1日から施行する。

2 この条例の施行の日から令和6年3月31日までの間、改正後の山形県保護施設の設備及び運営

に関する基準を定める条例(以下「新条伊上という。)第14条第2項(新条例第18条、第22条及

び第26条において準用する場合を含む。)の規定の適用については、同項中「講じなければ」と

あるのは、靖韓ずるよう努めなけれぱ」とする。

0

提案理由

救護施設等について、感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう講ずべき措置を定める

等のため提案するものである。
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議第Ⅱ7号

山形県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

の制定について

山形県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。

山形県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

山形県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成24年12月県条例第64号)の

一部を次のように改正する。

第52条第3項ただし書を次のように改める。

ただし、第1項各号に掲げる施設及び場合に応じ、それぞれ当該各号に定める職員を置かない

ことができる。

附則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センターに置かなけれぱならない職員を変更する

ため提案するものである。
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